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【出典】 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推

計人口」

【注記】 2020年以降は「国立社会保障・人口問題研究所」のデータ（平成30年3月公

表）に基づく推計値。
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問 市総務課｜  34-0402

結城市人事行政の運営等の状況の公表について

1 職員の任免及び職員数に関する状況

（1）職員採用の状況（平成31年4月1日採用：平成30年度採用試験）

区　　分 新規採用 再任用 計
行 政 職 14人 3人 17人
技 能 労 務 職 0人 0人 0人

計 14人 3人 17人

※行政職には、技能労務職以外のすべての職を含みます。
※新規採用の内訳は、事務9人、保育士1人、管理栄養士1人、福祉1人、看護教員1人、社会教育主

事1人となっています。なお、事務9人のうち2人が「任期付職員」となっています。
※再任用は、定年退職者等の中から期間を定めて採用された者で、うち1人がフルタイム雇用となっ

ています。
（2）退職者数の状況（平成30年度）

定年 勧奨 普通 再任用満了 その他 計
4人 1人 3人 0人 0人 8人

（3）職員数の状況

区　　分 平成30年4月1日 平成31年4月1日 比較増減
一 般 行 政 部 門 274人 279人 5人
教 育 部 門 38人 42人 4人
公営企業等会計部門 57人 55人 △2人

計 369人 376人 7人

※職員数は「地方公共団体定員管理調査」による職員数であり、県からの
派遣職員を含み、特別職、再任用職員（短時間）は除いています。

2 職員の給与の状況

（1）一般職の給与の主な内容（平成30年度）

給　料 職務・職責に応じて給料表に定める額を支給

扶養手当
月
額

配偶者 子 父母等
6,500円 10,000円 6,500円

※扶養親族である子のうち、満16歳から22歳の年度末までの子1人につき5,000円加算

地域手当
地域における民間の賃金水準を基礎とし、物価等を考慮して支給
結城市の支給率：3％（国が示す級地区分：7級地・3％）

通勤手当
電車、バス利用者 6カ月定期の価額を基本として1カ月あたり55,000円を限度として支給
自動車等使用者 通勤距離が片道2km以上で距離に応じて支給

期末手当
・

勤勉手当

区　分 期末手当 勤勉手当 計
6月期 1.225月 0.900月 2.125月
12月期 1.375月 0.950月 2.325月

計 2.600月 1.850月 4.450月

住居手当 家賃の額に応じて月額27,000円を限度に支給

退職手当

茨城県市町村総合事務組合の退職手当条例に基づき、給料、勤続年数などに応じて支給

区　　分 自己都合 勧奨・定年
勤 続 2 0 年 19.6695月 24.586875月
勤 続 2 5 年 28.0395月 33.27075月
勤 続 3 5 年 39.7575月 47.709月
最 高 限 度 額 47.709月 47.709月

　※職務の級などによる加算措置あり

（2）一般職の平均給料及び平均年齢の状況（平成31年4月1日現在）

区　　分 平均給料月額 平均年齢
一 般 行 政 職 312,910円 40.8歳
技 能 労 務 職 318,950円 54.2歳

※地方公務員給与実態調査から算出した数値になります。

（3）一般職の初任給の状況（平成31年4月1日現在）

区　　分 大学卒 高校卒
一 般 行 政 職 180,700円 148,600円
技 能 労 務 職 － 146,000円

3 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1）勤務時間（平成30年度）

1週間の勤務時間 1日の勤務時間 週休日 休日

38時間45分
始業 終業 休憩時間 勤務時間 土曜日

日曜日

国民の祝日に関
する法律に定め
る休日および年
末年始（12/29
～1/3）

8時30分 17時15分 12時～13時 7時間45分

※部署によっては、上記の勤務時間と異なる場合があります。

（2）休暇（平成30年度）

休暇の種類 内　　　　　　　容
年次休暇 一の年度につき20日間付与され、残日数は翌年度に20日まで繰越すことができる。

療養休暇
職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむ
を得ないと認められる場合における休暇（※90日以内において必要と認める
期間）

特別休暇
選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故その他の特別の事由により職員
が勤務しないことが相当である場合として規則で定める場合における休暇

介護休暇

職員が要介護者の介護をするため、規則で定めるところにより、職員の申し
出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ご
とに、3回を超えずかつ通算して6月を超えない範囲内で指定する期間内に
おいて勤務しないことが相当であると認められる場合における休暇

4 職員の休業に関する状況

（1）育児休業の取得者数（平成30年度）

男性職員 女性職員 計
1人 7人 8人

※子が3歳に達する日まで、職員の請求により休業することができます。な
お、育児休業期間中は無給です。

（2）部分休業の取得者数（平成30年度）

男性職員 女性職員 計
0人 4人 4人

※子が小学校就学前まで、職員の請求により1日の勤務時間のうち2時間
を限度として休業することができます。なお、育児休業時間は無給です。

5 職員の分限及び懲戒処分の状況

（1）分限処分（平成30年度）

免職 降任 休職 降給 計
0人 0人 4人 0人 4人

（2）懲戒処分（平成30年度）

免職 停職 減給 戒告 計
0人 0人 1人 2人 3人

6 職員の服務の状況

（1）職務に専念する義務の免除の状況（平成30年度）

事　　　　由 人　　数
消防団活動 22人
中学校体育大会審判員派遣 17人
北関東中学校野球大会への審判員派遣 24人
講習会等への参加 12人
結城市土地開発公社の職務に従事 ６人
一般社団法人結城市国際交流協会の職務に従事 ２人

計 83人

（2）営利企業などの従事許可の状況（平成30年度）

事　　　　由 人　　数
結城市土地開発公社の職務に従事 6人
一般社団法人結城市国際交流協会の職務に従事 2人

計 8人

7 職員の研修の状況

研　　修　　区　　分 人 数
市独自研修（11件） 533人
茨城県自治研修所市町村職員研修派遣（20件） 54人
県西都市人事協議会監督者第一部課程研修派遣 ７人
市町村アカデミー研修派遣：千葉県千葉市（１件） １人
国際文化アカデミー研修派遣：滋賀県大津市（１件） １人
小山地区職員研修協議会研修派遣（４件） 18人
小山市単独研修派遣（２件） ６人
下野市単独研修派遣（１件） ２人

計 622人

8 職員の福祉及び利益の保護の状況

（1）茨城県市町村職員共済組合の主な事業

事 業 名 内　　　　　　容

短期給付事業
病気・ケガ、出産、休業、災害、死亡などの際に、組合員と
その家族に保健医療などの必要な給付を行う事業

長期給付事業 組合員の退職、障害、死亡の際に、年金や一時金を給付する事業

福 祉 事 業
健康保持増進事業（健康診査など）や保養所の運営、
住宅資金等の貸付けなどの事業

（2）公務災害の状況（平成30年度）

公 務 災 害 認 定 件 数 0件

（3）健康診断の実施状況（平成30年度）

定期健康診断 人間ドック 胃がん検診 乳がん検診 子宮頸がん検診 ストレスチェック
170人 187人 7人 14人 14人 358人

（4）結城市職員互助会の福利厚生事業

主な事業 内　　　　　　容
福利厚生事業 職員球技大会の開催、クラブ活動費助成、人間ドック受診助成 など
共 済 事 業 病気見舞金、出産見舞金、死亡弔慰金、災害見舞金、生活資金貸付 など

（5）利益の保護の状況（平成30年度）

勤務条件に関する措置の要求件数 0件
不利益処分に関する審査請求件数 0件

「結城市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、結城市の職員数、給与、勤務条件などの状況を公表します。
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本市の人口は、2040年に約41,000人、
2045年には約38,000人まで減少する推計
が公表されています。

（国立社会保障・人口問題研究所）

第1回の会議では本市の現状などを把握

市民や市職員約50人を前に提案を発表
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